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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期

会計期間

自平成27年
　６月１日
至平成27年
　11月30日

自平成28年
　６月１日
至平成28年
　11月30日

自平成29年
　６月１日
至平成29年
　11月30日

自平成27年
　６月１日
至平成28年
　５月31日

自平成28年
　６月１日
至平成29年
　５月31日

営業収入 百万円 1,071 1,119 1,082 2,135 2,256

経常利益 〃 1,021 1,110 1,051 1,981 2,295

親会社株主に帰属す

る中間（当期）純利

益

〃 1,182 805 910 1,983 1,572

中間包括利益又は包

括利益
〃 △238 300 1,437 197 1,967

純資産額 〃 34,804 35,344 38,251 35,240 37,011

総資産額 〃 88,024 99,016 101,845 90,780 101,266

１株当たり純資産額 円 300,047 305,670 335,951 304,585 323,031

１株当たり中間（当

期）純利益金額
〃 11,062 8,394 8,231 19,415 15,135

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額

〃 － － － － －

自己資本比率 ％ 39.5 35.6 37.5 38.8 36.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 808 1,000 △179 1,548 2,223

投資活動による

キャッシュ・フロー
〃 11,996 △18,754 1,395 7,823 △7,696

財務活動による

キャッシュ・フロー
〃 △196 9,803 △196 △196 9,803

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高

〃 19,852 8,469 21,763 16,419 20,745

従業員数 名 19 21 22 21 22

〔ほか、平均臨時雇

用人員〕
〃 〔6〕 〔5〕 〔4〕 〔6〕 〔4〕

　（注）１．営業収入は非課税につき、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期

会計期間

自平成27年
　６月１日
至平成27年
　11月30日

自平成28年
　６月１日
至平成28年
　11月30日

自平成29年
　６月１日
至平成29年
　11月30日

自平成27年
　６月１日
至平成28年
　５月31日

自平成28年
　６月１日
至平成29年
　５月31日

営業収入 百万円 1,071 1,066 1,082 2,135 2,142

経常利益 〃 624 573 509 1,064 1,178

中間（当期）純利益 〃 886 397 499 1,293 724

資本金 〃 3,980 3,980 3,980 3,980 3,980

発行済株式総数

株

     

普通株式 96,000 96,000 96,000 96,000 96,000

優先株式 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

純資産額 百万円 34,176 33,913 35,968 34,217 35,139

総資産額 〃 87,283 98,227 100,140 90,363 99,970

１株当たり配当額       

普通株式  － 800 800 800 800

(内１株当たり中間

配当額)
円 （－） （－） （－） (－) (－)

優先株式 (〃) － 2,000 2,000 2,000 2,000

(内１株当たり中間

配当額)
 （－） （－） （－） (－) (－)

自己資本比率 ％ 39.1 34.5 35.9 37.8 35.1

従業員数 名 19 21 22 21 22

〔ほか、平均臨時雇

用人員〕
〃 〔6〕 〔5〕 〔4〕 〔6〕 〔4〕

（注）１．営業収入は非課税につき、消費税等は含まれておりません。

２．中間連結財務諸表を作成しており、中間財務諸表に１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり中間純利益金額を注記していないため、１株当たり純資産額、１株当たり中間(当

期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の記載を省略しております。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成29年11月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

　　　　　保証事業 22（4）

　　　　　再保険事業 0（0）

合計 22（4）

１. 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、当中間連結会計年度の平均人員を

（外書）で記載しております。

２. 再保険事業の人員は、保証事業の人員が兼務しております。

 

(2）提出会社の状況

　平成29年11月30日現在の従業員数は22名であります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

     当中間連結会計期間を顧みますと、海外では、資源価格の底入れ等を背景に新興国経済に持ち直しの動きが見ら

　　れたほか、欧州や米国の経済は堅調な消費に支えられて回復傾向を維持しました。わが国の経済は、政府の政策を

　　受けての株価の上昇、雇用安定など回復基調で推移しましたが、今後の各国の金融政策の変更、政治的混乱、各種

　　地政学的リスクの顕在化などの影響による経済状況の悪化や金融市場の著しい変動等について留意する必要があり

　　ます。

　　　　このような状況下、当社の当中間連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。

　　　当社との契約先は155社で、契約残高は前年同期比1.0％増の7,598億円と、80億円の増加となりました。

　　　損益状況につきましては、営業収益は、前年同期比3.2％減の1,082百万円と、36百万円の減少となりました。

　　　　営業費は、前年同期比110百万円減少の483百万円となりました。

　　　　以上の結果、営業利益は599百万円となりました。

　営業外収益は、投資有価証券運用益172百万円、有価証券利息74百万円とREIT等の受取配当金198百万円を計上し

た結果、526百万円となりました。

　　　　以上の結果、経常利益は1,051百万円となりました。

　　　　特別利益は、投資有価証券売却益211百万円となりました。

　　　　特別損失は、責任準備金繰入を13百万円計上しました。

　　　　以上の結果、税金等調整前中間純利益は1,249百万円となり、親会社株主に帰属する中間純利益は910百万円と

　　　なりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、21,763百万円となり、

前中間連結会計期間末に比べ1,018百万円増加しました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動で減少した資金は、179百万円となりました。これは、営業収入1,066百万円がありましたが、受託事業

基金の受入及び返還による支出840百万円及び人件費及びその他の営業支出461百万円があったことによるものであ

ります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動で使用した資金は、1,395百万円となりました。これは、投資有価証券の取得による支出が7,794百万円

ありましたが、投資有価証券の売却による収入が8,345百万円あったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動で減少した資金は、196百万円となりました。これは、従来の普通株式の配当及び第一種優先株式の配

当を行い、それぞれに特別配当を加えて行ったことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）供託受託契約状況

期別
前中間連結会計期間

（自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日）

前連結会計年度
（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

件数・
金額

供託受託契約額
供託受託契約額残高
平成28年11月30日

現在
供託受託契約額

供託受託契約額残高
平成29年11月30日

現在
供託受託契約額

供託受託契約額残高
平成29年５月31日

現在

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

件数
(件)

金額
（千円）

 157 751,810,672 157 751,810,672 155 759,861,270 155 759,861,270 314 1,509,107,186 157 757,296,514

計 157 751,810,672 157 751,810,672 155 759,861,270 155 759,861,270 314 1,509,107,186 157 757,296,514

（注）　供託受託契約の契約期間は６ヶ月であるため、前連結会計年度供託受託契約額は２基準日の合計額でありま

す。

(2）供託受託契約実績及び収入手数料

項目
前中間連結会計期間

（自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日）

前連結会計年度
（自　平成28年６月１日
至　平成29年５月31日）

区分 計
収入手数料
(千円)

計
収入手数料
(千円)

計
収入手数料
(千円)

件数・金額（件） 157 1,081,077 155 1,066,397 314 2,158,850

供託受託契約額（千円） 751,810,672

 

759,861,270

 

1,509,107,186  

供託受託契約残高(A）

（千円）
751,810,672 759,861,270 757,296,514  

供託受託契約限度額(B）

（千円）
2,152,109,678 2,249,510,489 2,239,522,155  

供託受託契約限度額に対

する供託受託契約残高の

比率(A）／(B）（％）

34.9  33.7  33.8  

（注）　収入手数料は非課税につき消費税等は含まれておりません。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針

　当社は「開かれた互助会保証」を経営理念に、互助会経営者との対話を積極的に行っております。

　経営の基本方針は次の３点であり、割賦販売法に基づく指定受託機関として、全国の冠婚葬祭互助会に対する保

証と幅広いサポートを行っています。

　① 互助会業界の健全な発展に貢献すること。

　② 契約互助会の継続的な発展に貢献すること。

　③ 当社の保証基盤の強化を図ること。

 

(2）経営環境及び対処すべき課題

　互助会業界を取り巻く経営環境は、少子・高齢化の進展による冠婚市場の伸び悩み、消費者のライフスタイル・

ニーズの変化、異業種からの参入により、冠婚・葬祭ともに競争が激化しており、今後一段と厳しさを増してくる

ものと思われます。

　このような状況の中で、当社グループといたしましては、消費者保護という使命を果たすべく保証基盤の充実に

従来にも増して注力するとともに、契約互助会の皆様の経営並びに業界システムの安定・強化に貢献できるよう引

続き努力し、もって指定受託機関としての役割を担っていく所存であります。

 

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。
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５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 当中間連結会計期間の財政状態の分析

　 ① 資産

　 当中間連結会計期間末の資産合計は、101,845百万円（前連結会計年度末101,266百万円）となり、579百万円増

 加となりました。増減の主なものは、有価証券の増加111百万円及び投資有価証券の減少1,415百万円でありま

 す。

　 ② 負債

　 当中間連結会計期間末の負債合計につきましては、63,593百万円（前連結会計年度末64,255百万円）となり、

 662百万円減少となりました。増減の主なものは、受託事業基金の減少840百万円であります。

　 ③ 純資産

　 当中間連結会計期間末の純資産合計は、38,251百万円（前連結会計年度末37,011百万円）となり、1,240百万円

 増加となりました。増減の主なものは、利益剰余金の増加713百万円及びその他有価証券評価差額金の増加526百万

 円であります。

 

(2）当中間連結会計期間の経営成績の分析

　「第２「事業の状況」１「業績等の概要」および２「生産、受注及び販売の状況」」をご参照ください。なお、

「第２「事業の状況」３「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」および４「事業等のリスク」」をあわせてご

参照ください。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　 キャッシュ・フローの状況につきましては、１「業績等の概要」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

(1）提出会社

平成29年11月30日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物 什器備品
土地
(面積㎡)

合計

本社

（東京都港区）

前受金の

保証事業
その他設備 1,604,276 18,568

2,029,442

(377.30)
3,652,287 22

 

(2）在外子会社

平成29年11月30日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円） 従業
員数
（名）建物 その他 合計

(連結子会社)

 Mutual Service Aid

 Guarantee Insurance

 Corporation(MAI)

本社
（ミクロネシア）

再保険事業 － － － － (注)

（注）再保険事業の従業員は保証事業の従業員が兼務しております。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 384,000

第一種優先株式 60,000

計 444,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成29年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 96,000 96,000 該当なし

当社は単元株

制度は採用し

ておりませ

ん。(注１)

第一種優先株式 60,000 60,000 該当なし

当社は単元株

制度は採用し

ておりませ

ん。(注２)

計 156,000 156,000 － －

　（注１）株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりです。

　当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定め

　ており、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第８条において定めております。

 

　（注２）第一種優先株式の内容は次のとおりであります。

（１）優先配当金

①　優先配当金

 　　　　　　　　当社は、毎年５月31日の最終の株主名簿に記載または記録された優先株式を有する株主（以下優先株

               主という。）または優先株式の登録株式質権者（以下優先登録株式質権者という。）に対し、普通株式

               を有する株主（以下普通株主という。）または普通株式質権者（以下普通登録株式質権者という。）に

               先立ち、次に定める額の金銭による剰余金の配当（以下配当により支払われる金銭を優先配当金という

               。）を行う。

　　　　　　 　 第一種優先株式

　　　　　　　　   １株につき年1,000円

　　　　   ②　非累積条項

　　　　　　　   ある事業年度において、優先株主または優先登録株式質権者に対し支払う金銭による剰余金の配当の

               額が優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

 

（２）残余財産の分配

　　　　   当社は、残余財産を分配するときは、優先株主または優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通

         登録株式質権者に先立ち、次に定める額の金銭を支払う。

　　　　   第一種優先株式

　　　　　   １株につき100,000円

　　　　   優先株主または優先登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。

 

（３）取得条項

　　 　　 当社は、平成29年９月30日以降の当社の取締役会が取得日として定める日に、第一種優先株式１株につ

         き100,000円で、第一種優先株式を取得することができる。
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（４）議決権条項

           優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

 

（５）種類株主総会の決議

　         会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年６月１日

　～平成29年11月30日
        － 156 － 3,980,000 － 3,014,509

 

（６）【大株主の状況】

　　　①　所有株式数別
 

  平成29年11月30日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 ベルコ 池田市空港1-12-10
7,125

(4,500)
4.5

株式会社 セレマ 京都市中京区西ノ京中御門東町134番地
6,428

(4,500)
4.1

株式会社 日本セレモニー 下関市王喜本町6-4-50
5,530

(4,500)
3.5

株式会社 レクスト 名古屋市中区富士見町10-27
5,364

(1,000)
3.4

株式会社 三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 4,800 3.0

株式会社 みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 4,800 3.0

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 4,800 3.0

株式会社 りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 4,800 3.0

三井住友信託銀行 株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-1 4,800 3.0

三菱ＵＦＪ信託銀行 株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 4,800 3.0

アルファクラブ武蔵野 株式会社 さいたま市見沼区上山口新田53番地1
4,754

(4,500)
3.0

株式会社 アークベル 新潟市中央区南笹口2-7-20
4,739

(2,500)
3.0

株式会社 サンレー 北九州市小倉北区上富野3-2-8
4,482

(2,500)
2.8

ユウベル 株式会社 広島市西区南観音3-16-19
4,320

(3,000)
2.7

株式会社 京阪互助センター 大阪市北区鶴野町4番16号
3,772

(2,000)
2.4
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 １１７ 姫路市古二階町63番地
3,770

(2,500)
2.4

株式会社 千代田 東京都荒川区西日暮里2-39-4
3,676

(2,000)
2.3

株式会社 くらしの友 東京都大田区西蒲田8-3-1
3,650

(2,500)
2.3

株式会社 メモリード 長崎市稲佐町2番2号
3,406

(2,200)
2.1

りそなカード 株式会社 東京都江東区東陽2-2-20 3,200 2.0

東洋プロパティ 株式会社 東京都港区虎ノ門1-1-28 3,200 2.0

ヒューリック 株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町7-3 3,200 2.0

株式会社 セディナ 名古屋市中区丸の内3-23-20 3,200 2.0

株式会社 デベロッパー三信 東京都千代田区神田錦町3-11 3,200 2.0

三菱ＵＦＪトラスト保証 株式会社 東京都品川区西五反田1-2-10 3,200 2.0

計 －
109,016

(38,200)
69.8

　(注)所有株主数の(　)内書きは、優先株式であります。

 

　　　②　所有議決権数別
 

  平成29年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 4,800 5.0

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 4,800 5.0

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 4,800 5.0

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 4,800 5.0

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-1 4,800 5.0

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 4,800 5.0

株式会社 レクスト 名古屋市中区富士見町10-27 4,364 4.5

りそなカード株式会社 東京都江東区東陽2-2-20 3,200 3.3

東洋プロパティ株式会社 東京都港区虎ノ門1-1-28 3,200 3.3

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町7-3 3,200 3.3

株式会社セディナ 名古屋市中区丸の内3-23-20 3,200 3.3

株式会社デベロッパー三信 東京都千代田区神田錦町3-11 3,200 3.3

三菱ＵＦＪトラスト保証株式会社 東京都品川区西五反田1-2-10 3,200 3.3

株式会社 ベルコ 池田市空港1-12-10 2,625 2.7

株式会社名古屋冠婚葬祭互助会 名古屋市北区辻本通1-21 2,248 2.3

株式会社 アークベル 新潟市中央区南笹口2-7-20 2,239 2.3

計 － 59,476 61.9
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　平成29年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第一種優先株式

60,000
－

 １「株式等の状況」の (1)

「株式の総数等」の②「発行

 済株式」の注記に記載され

 ております。

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　96,000 96,000

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 156,000 － －

総株主の議決権 － 96,000 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【株価の推移】

　当社の株式は、非上場であるため該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成29年６月１日から平成29年

11月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成29年６月１日から平成29年11月30日まで）の中間財務諸

表について、太陽有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当中間連結会計期間
(平成29年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,345,142 22,363,852

有価証券 - 111,823

未収入金 62,211 1,168,174

未収還付法人税等 103,812 -

未収収益 36,234 41,300

前払費用 320,526 211,302

関係会社短期貸付金 1,220,000 1,220,000

繰延税金資産 6,887 16,790

その他 1,188 1,837

流動資産合計 23,096,004 25,135,081

固定資産   

有形固定資産 3,687,357 3,652,287

無形固定資産   

ソフトウエア 61,290 49,920

その他 456 456

無形固定資産合計 61,746 50,376

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 74,310,317 ※２ 72,895,321

関係会社株式 100,000 100,000

長期差入保証金 750 750

保険積立金 9,238 9,987

その他 1,535 1,456

投資その他の資産合計 74,421,840 73,007,515

固定資産合計 78,170,944 76,710,179

資産合計 101,266,949 101,845,260
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当中間連結会計期間
(平成29年11月30日)

負債の部   

流動負債   

責任準備金 ※３ 1,078,493 ※３ 1,075,370

未払法人税等 168,759 266,675

未払金 81,124 9,328

未払費用 83,024 31,169

その他 11,886 19,621

流動負債合計 1,423,287 1,402,165

固定負債   

社債 10,000,000 10,000,000

受託事業基金 52,569,872 51,729,073

役員退職慰労引当金 141,745 60,152

退職給付に係る負債 10,311 14,927

長期預り保証金 36,977 50,484

繰延税金負債 73,740 337,111

固定負債合計 62,832,648 62,191,749

負債合計 64,255,935 63,593,914

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,980,000 3,980,000

資本剰余金 3,014,509 3,014,509

利益剰余金 29,808,009 30,521,410

株主資本合計 36,802,518 37,515,919

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 208,495 735,426

その他の包括利益累計額合計 208,495 735,426

純資産合計 37,011,013 38,251,345

負債純資産合計 101,266,949 101,845,260
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　平成28年６月１日
　至　平成28年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年６月１日
　至　平成29年11月30日)

営業収入   

収入手数料 1,119,703 1,082,914

営業費用 ※ 593,446 ※ 483,131

営業利益 526,257 599,783

営業外収益   

受取利息 1,028 5,309

有価証券利息 110,546 74,637

投資有価証券運用益 - 169,692

受取配当金 464,545 198,647

受取賃貸料 - 50,432

雑収入 4,108 19,938

為替差益 12,015 7,761

営業外収益合計 592,244 526,419

営業外費用   

社債利息 8,219 50,136

賃貸収入原価 - 24,808

営業外費用合計 8,219 74,944

経常利益 1,110,282 1,051,257

特別利益   

投資有価証券売却益 5,052 211,252

特別利益合計 5,052 211,252

特別損失   

責任準備金繰入 11,983 13,394

特別損失合計 11,983 13,394

税金等調整前中間純利益 1,103,351 1,249,115

法人税、住民税及び事業税 316,646 317,995

法人税等調整額 △19,128 20,918

法人税等合計 297,518 338,914

中間純利益 805,833 910,201

非支配株主に帰属する中間純利益 - -

親会社株主に帰属する中間純利益 805,833 910,201
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　平成28年６月１日
　至　平成28年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年６月１日
　至　平成29年11月30日)

中間純利益 805,833 910,201

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △504,934 526,931

その他の包括利益合計 △504,934 526,931

中間包括利益 300,898 1,437,132

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 300,898 1,437,132

非支配株主に係る中間包括利益 - -
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 3,980,000 3,014,509 28,431,843 35,426,352

当中間期変動額     

剰余金の配当   △196,800 △196,800

親会社株主に帰属する中間
純利益

  805,833 805,833

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

    

当中間期変動額合計 - - 609,033 609,033

当中間期末残高 3,980,000 3,014,509 29,040,876 36,035,385

 

    

 その他の包括利益累計額
純資産合計

 
その他有価証券評価

差額金
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 △186,120 △186,120 35,240,231

当中間期変動額    

剰余金の配当   △196,800

親会社株主に帰属する中間
純利益

  805,833

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△504,934 △504,934 △504,934

当中間期変動額合計 △504,934 △504,934 104,098

当中間期末残高 △691,054 △691,054 35,344,330
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当中間連結会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 3,980,000 3,014,509 29,808,009 36,802,518

当中間期変動額     

剰余金の配当   △196,800 △196,800

親会社株主に帰属する中間
純利益

  910,201 910,201

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

    

当中間期変動額合計 - - 713,401 713,401

当中間期末残高 3,980,000 3,014,509 30,521,410 37,515,919

 

    

 その他の包括利益累計額
純資産合計

 
その他有価証券評価

差額金
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 208,495 208,495 37,011,013

当中間期変動額    

剰余金の配当   △196,800

親会社株主に帰属する中間
純利益

  910,201

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

526,931 526,931 526,931

当中間期変動額合計 526,931 526,931 1,240,332

当中間期末残高 735,426 735,426 38,251,345
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　平成28年６月１日
　至　平成28年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成29年６月１日
　至　平成29年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

営業収入 1,128,335 1,066,397

人件費の支出 △182,493 △240,930

その他の営業支出 △691,729 △220,973

小計 254,112 604,492

利息及び配当金の受取額 567,096 281,601

受託事業基金受入 386,750 266,150

受託事業基金返還 △11,599 △1,106,949

法人税等の支払額 △199,619 △144,783

利息の支払額 - △100,000

その他 4,108 19,938

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000,848 △179,550

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △300,000 △300,000

定期預金の払戻による収入 300,000 300,000

有価証券の償還による収入 2,200,000 -

有形固定資産の取得による支出 △635,904 -

投資有価証券の取得による支出 △43,766,799 △7,794,128

投資有価証券の償還による収入 717,080 787,040

投資有価証券の売却による収入 23,331,560 8,345,933

関係会社貸付けによる支出 △600,000 -

差入保証金の回収による収入 - 1,269

投資不動産の賃貸による収入 - 51,821

預り保証金の受入による収入 - 13,506

保険積立金の積立による支出 - △749

その他の支出 - △9,272

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,754,062 1,395,420

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △196,800 △196,800

社債の発行による収入 10,000,000 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,803,200 △196,800

現金及び現金同等物に係る換算差額 2 △360

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,950,011 1,018,709

現金及び現金同等物の期首残高 16,419,436 20,745,142

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 8,469,424 ※ 21,763,852
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　1社

　 連結子会社の名称

　 Mutual Service Aid Guarantee Insurance Corporation

(2）主要な非連結子会社の名称等

　 主要な非連結子会社

　 ㈱冠婚葬祭総合研究所

(連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益(持分に見合う額）及び利

益剰余金(持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（㈱冠婚葬祭総合研究所）は、中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社の中間会計期間の末日は、中間連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法(定額法)を採用しております。

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定）を採用しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　　　　①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　　建物　　　　8～38年

　　什器備品　　5～20年

 

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年）に基いております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社は内規に基く中間連結会計期間末要支給額を計上しており

　ます。

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社は、従業員の退職給付の支出に備えるため、内規に基づく自己都合退職による当中間連結会計期間末

要支給額から、中小企業退職金共済制度からの給付相当額を控除した金額を計上しております。また、執行

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上しております。
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(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 

(6）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。

②　責任準備金

　　割賦販売法第35条の10に基づき、未経過収入手数料と営業収支差額のいずれか多い方の金額を責任準備

　金として計上しております。

　　なお、同条第2号により算出した金額(年間営業収支差額）が同条第1号により算出した金額(未経過収入

　手数料）を超過する額に相当する責任準備金の繰入額、戻入額については特別損益に計上することとして

　おります。

 

（会計方針の変更）

　　　　　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　　　　　該当事項はありません。
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（中間連結貸借対照表関係）

　１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当中間連結会計期間
（平成29年11月30日）

33,997千円 69,445千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　当中間連結会計期間末日現在、該当する債務はありませんが、当座借越取引及び再保険取引の担保とし

て供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当中間連結会計期間
（平成29年11月30日）

有価証券

投資有価証券

　　　　　－　千円

　　15,272,467 〃

　　　　　　 　　　　－　千円

　　　　　　　　15,277,465 〃

計 　　15,272,467千円 　　　　　　　　15,277,465千円

 

　　　　　※３　責任準備金

　供託委託契約による収入手数料の未経過額(前受収益）にかかわる金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成29年５月31日）

当中間連結会計期間
（平成29年11月30日）

 1,018,462千円  1,001,944千円

 

　４　代位供託保証残高

　　　互助会等に代わって法務局に供託することを保証している残高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成29年５月31日）

当中間連結会計期間
（平成29年11月30日）

 757,296,514千円  759,861,270千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　平成28年６月１日
　　至　平成28年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成29年６月１日
　　至　平成29年11月30日）

役員報酬 66,250千円 34,700千円

給料及び手当 69,916千円 72,712千円

保険料 129,974千円 127,739千円

役員退職慰労引当金繰入額 26,114千円 9,780千円

退職給付費用 3,240千円 4,832千円

支払手数料 51,477千円 －千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

普通株式 96,000 － － 96,000

第一種優先株式 60,000 － － 60,000

合計 156,000 － － 156,000

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額　　　（円）

基準日 効力発生日

平成28年8月25日

定時株主総会及び

普通株主による種

類株主総会

普通株式

76,800

(普通配当38,400)

(特別配当38,400)

800

(普通配当 400)

(特別配当 400)
平成28年５月31日 平成28年８月25日

第一種優先

株式

120,000

(普通配当60,000)

(特別配当60,000)

2,000

(普通配当1,000)

(特別配当1,000)

 

当中間連結会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

普通株式 96,000 - - 96,000

第一種優先株式 60,000 - - 60,000

合計 156,000 - - 156,000

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額　　　（円）

基準日 効力発生日

平成29年8月25日

定時株主総会及び

普通株主による種

類株主総会

普通株式

76,800

(普通配当38,400)

(特別配当38,400)

800

(普通配当 400)

(特別配当 400)
平成29年５月31日 平成29年８月25日

第一種優先

株式

120,000

(普通配当60,000)

(特別配当60,000)

2,000

(普通配当1,000)

(特別配当1,000)
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成29年６月１日
至　平成29年11月30日）

現金及び預金勘定 9,069,424千円 22,363,852千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △600,000 △600,000

有価証券勘定の内、FFF - -

現金及び現金同等物 8,469,424 21,763,852
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。

 

前連結会計年度（平成29年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 21,345,142 21,345,142 －

(2）有価証券及び投資有価証券    

　①満期保有目的の債券 778,049 777,349 △700

　②その他有価証券 73,532,267 73,532,267 －

(3）関係会社短期貸付金 1,220,000 1,220,000 －

資産　計 96,875,459 96,874,759 △700

（1）社債 10,000,000 10,000,000 －

負債　計 10,000,000 10,000,000 －

 

当中間連結会計期間（平成29年11月30日）

 
中間連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 22,363,852 22,363,852 －

(2）有価証券及び投資有価証券    

　①満期保有目的の債券 782,606 780,102 △2,504

　②その他有価証券 72,224,537 72,224,537 －

(3）関係会社短期貸付金 1,220,000 1,220,000 －

資産　計 96,590,995 96,588,491 △2,504

（1）社債 10,000,000 10,000,000 －

負債　計 10,000,000 10,000,000 －

　　　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)　現金及び預金、(3)関係会社短期貸付金

　預金は全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2)　有価証券及び投資有価証券

　株式及び不動産投資信託は、取引所の価格、債券は、日本証券業協会公表の公社債店頭売買参考統

計値等又は取引金融機関から提示された価格によっております。また、公社債投資信託受益証券(FF

F）は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

負債

(1)　社債

　社債については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

 

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）
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区分
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当中間連結会計期間
（平成29年11月30日）

関係会社株式 100,000 100,000

受託事業基金 52,569,872 51,729,073

 　市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、帳簿価額を記載しております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

　　前連結会計年度（平成29年5月31日）

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
外国債券 - - -

中間連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
外国債券 778,049 777,349 △700

合計 778,049 777,349 △700

 

　　　　　　　当中間連結会計期間（平成29年11月30日）

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
外国債券 - - -

中間連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
外国債券 782,606 780,102 △2,504

合計 782,606 780,102 △2,504

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年5月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 346,857 296,817 50,039

(2）債券 8,491,456 8,353,946 137,510

(3）その他 52,697,174 51,864,751 832,423

小計 61,535,489 60,515,515 1,019,973

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 2,592,942 2,955,683 △362,741

(2）債券 3,033,792 3,071,631 △37,838

(3）その他 6,370,042 6,688,924 △318,882

小計 11,996,777 12,716,239 △719,461

合計 73,532,267 73,231,754 300,512

 

当中間連結会計期間（平成29年11月30日）

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 675,405 552,771 122,633

(2）債券 10,225,305 10,056,826 168,479

(3）その他 52,027,489 50,552,336 1,475,153

小計 62,928,200 61,161,933 1,766,266

中間連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 1,601,690 1,708,620 △106,929

(2）債券 2,330,889 2,362,715 △31,826

(3）その他 5,363,757 5,931,275 △567,518

小計 9,296,337 10,002,611 △706,274

合計 72,224,537 71,164,545 1,059,992
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（資産除去債務関係）

　　　　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、事業の種類に基づき「保証事業」及び「再保険事業」の２つを報告セグメントとし

ております。

　各報告のセグメントの概要は以下のとおりであります。

　保証事業…割賦販売法による互助会の前受金の保証業務を行っております。

　再保険事業…国内損害保険会社から再保険の引受業務を行っております。

 

２．報告セグメントごとの営業収入、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの営業収入、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

   (単位：千円)

 報告セグメント
合計

 保証事業 再保険事業

営業収入    

外部顧客への営業収入 1,066,622 53,081 1,119,703

セグメント間の内部営業収

入又は振替高
－ 2,573,888 2,573,888

計 1,066,622 2,626,969 3,693,592

セグメント利益 418,015 2,463,526 2,881,541

セグメント資産 98,205,712 4,997,040 103,202,752

その他の項目    

減価償却費 17,201 － 17,201

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
635,904 － 635,904
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当中間連結会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

   (単位：千円)

 報告セグメント
合計

 保証事業 再保険事業

営業収入    

外部顧客への営業収入 1,082,914 － 1,082,914

セグメント間の内部営業収

入又は振替高
－ 535,789 535,789

計 1,082,914 535,789 1,618,704

セグメント利益 71,483 418,854 490,337

セグメント資産 100,140,514 4,604,386 104,744,901

その他の項目    

減価償却費 26,384 － 26,384

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
378 － 378

 

４．報告セグメント合計額と中間連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する

事項）

（単位：千円）
 

営業収入 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 3,693,592 1,618,704

セグメント間取引消去 △2,573,888 △535,789

中間連結財務諸表の営業収入 1,119,703 1,082,914

 

（単位：千円）

利益 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 2,881,541 490,337

セグメント間取引消去 △2,355,284 109,445

中間連結財務諸表の営業利益 526,257 599,783

 

（単位：千円）
 

資産 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 103,202,752 104,744,901

セグメント間取引消去 △4,186,584 △2,899,640

中間連結財務諸表の資産合計 99,016,168 101,845,260

 

 

EDINET提出書類

互助会保証株式会社(E04767)

半期報告書

30/44



【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収入が中間連結損益計算書の営業収入の90%を超え

るため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収入

　本邦以外の外部顧客への営業収入がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への営業収入のうち中間連結損益計算書の営業収入の10%以上を占める相手先がないため、

記載事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収入が中間連結損益計算書の営業収入の90%を超え

るため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収入

　本邦以外の外部顧客への営業収入がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への営業収入のうち中間連結損益計算書の営業収入の10%以上を占める相手先がないため、

記載事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　前中間連結会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

　　該当事項はありません。

 

　当中間連結会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年５月31日）
当中間連結会計期間
（平成29年11月30日）

１株当たり純資産額 323,031円 335,951円

純資産の部の合計額（千円） 37,011,013 38,251,345

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
6,000,000 6,000,000

　(うち優先株式払込金額(千円）） （6,000,000） (6,000,000)

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（千円）
31,011,013 32,251,345

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数（株）
96,000 96,000

 

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成28年６月１日
 至　平成28年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成29年６月１日
 至　平成29年11月30日）

１株当たり中間純利益金額

 
7,144円 8,231円

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（千円）
805,833 910,201

普通株主に帰属しない金額（千円） 120,000 120,000

普通株式に係る親会社株主に帰属する中

間純利益金額（千円）
685,833 790,201

期中平均株式数（株） 96,000 96,000

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年５月31日)
当中間会計期間
(平成29年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,436,812 19,590,861

有価証券 - 111,823

未収入金 1,269 1,107,231

未収還付法人税等 103,812 -

未収収益 35,190 40,193

前払費用 1,741,227 1,092,902

関係会社短期貸付金 1,220,000 1,220,000

繰延税金資産 6,887 16,790

その他 1,188 1,837

流動資産合計 21,546,388 23,181,641

固定資産   

有形固定資産 3,687,357 3,652,287

無形固定資産   

ソフトウエア 61,290 49,920

その他 456 456

無形固定資産合計 61,746 50,376

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 73,532,267 ※１ 72,112,714

関係会社株式 1,131,300 1,131,300

長期差入保証金 750 750

保険積立金 9,238 9,987

長期前払費用 1,535 1,456

投資その他の資産合計 74,675,091 73,256,209

固定資産合計 78,424,195 76,958,873

資産合計 99,970,583 100,140,514
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年５月31日)
当中間会計期間
(平成29年11月30日)

負債の部   

流動負債   

関係会社短期借入金 800,000 800,000

未払金 80,324 7,021

未払法人税等 34,006 155,993

未払費用 83,024 31,169

預り金 4,256 10,602

前受収益 7,630 9,019

責任準備金 ※２ 1,018,462 ※２ 1,001,944

流動負債合計 2,027,704 2,015,751

固定負債   

社債 10,000,000 10,000,000

受託事業基金 52,569,872 51,729,073

長期預り保証金 36,977 50,484

役員退職慰労引当金 141,745 60,152

退職給付引当金 10,311 14,927

繰延税金負債 44,639 301,617

固定負債合計 62,803,547 62,156,255

負債合計 64,831,251 64,172,006

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,980,000 3,980,000

資本剰余金   

資本準備金 3,014,509 3,014,509

資本剰余金合計 3,014,509 3,014,509

利益剰余金   

利益準備金 122,880 122,880

その他利益剰余金   

配当平均積立金 196,800 -

受託事業基金積立金 26,888,400 27,588,400

繰越利益剰余金 728,246 527,291

利益剰余金合計 27,936,326 28,238,571

株主資本合計 34,930,835 35,233,080

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 208,495 735,426

評価・換算差額等合計 208,495 735,426

純資産合計 35,139,331 35,968,507

負債純資産合計 99,970,583 100,140,514
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成28年６月１日
　至　平成28年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年６月１日
　至　平成29年11月30日)

営業収入   

収入手数料 1,066,622 1,082,914

営業費用 ※１ 1,063,181 ※１ 1,011,431

営業利益 3,441 71,483

営業外収益 ※２ 580,184 ※２ 514,687

営業外費用 ※３ 10,224 ※３ 76,951

経常利益 573,401 509,219

特別利益   

投資有価証券売却益 5,052 211,252

特別利益合計 5,052 211,252

税引前中間純利益 578,453 720,472

法人税、住民税及び事業税 206,366 206,901

法人税等調整額 △25,476 14,526

法人税等合計 180,889 221,428

中間純利益 397,563 499,044
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計 

配当平均積
立金

受託事業基
金積立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 393,600 25,588,400 1,304,107 27,408,987 34,403,496

当中間期変動額          

剰余金の配当       △196,800 △196,800 △196,800

受託事業基金積立
金の積立

     1,300,000 △1,300,000 - -

配当平均積立金の
取崩

    △196,800  196,800 - -

中間純利益       397,563 397,563 397,563

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

         

当中間期変動額合
計

- - - - △196,800 1,300,000 △902,436 200,763 200,763

当中間期末残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 196,800 26,888,400 401,671 27,609,751 34,604,260

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △186,120 △186,120 34,217,376

当中間期変動額    

剰余金の配当   △196,800

受託事業基金積立
金の積立

  -

配当平均積立金の
取崩

  -

中間純利益   397,563

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

△504,934 △504,934 △504,934

当中間期変動額合
計

△504,934 △504,934 △304,171

当中間期末残高 △691,054 △691,054 33,913,205
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当中間会計期間（自　平成29年６月１日　至　平成29年11月30日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計 

配当平均積
立金

受託事業基
金積立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 196,800 26,888,400 728,246 27,936,326 34,930,835

当中間期変動額          

剰余金の配当       △196,800 △196,800 △196,800

受託事業基金積立
金の積立

     700,000 △700,000 - -

配当平均積立金の
取崩

    △196,800  196,800 - -

中間純利益       499,044 499,044 499,044

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

         

当中間期変動額合
計

- - - - △196,800 700,000 △200,955 302,244 302,244

当中間期末残高 3,980,000 3,014,509 3,014,509 122,880 - 27,588,400 527,291 28,238,571 35,233,080

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 208,495 208,495 35,139,331

当中間期変動額    

剰余金の配当   △196,800

受託事業基金積立
金の積立

  -

配当平均積立金の
取崩

  -

中間純利益   499,044

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

526,931 526,931 526,931

当中間期変動額合
計

526,931 526,931 829,175

当中間期末残高 735,426 735,426 35,968,507
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【注記事項】

（重要な会計方針）

　資産の評価基準及び評価方法

　 １．有価証券（投資有価証券を含む）の評価基準及び評価方法

　(1）子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

　(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

 

　 ２．固定資産の減価償却の方法

 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　8～38年

　　什器備品　　5～20年

　(2）無形固定資産

　ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

 

  ３．引当金の計上基準

 (1）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給見積額を引当計上しております。

　(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付の支出に備えるため、内規に基づく自己都合退職による当中間会計期間末要支給額か

ら中小企業退職金共済制度からの給付相当額を控除した金額を計上しております。また、執行役員の退職

慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給見積額を引当計上しております。

 

　 ４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　(1）消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。

　(2）責任準備金

　割賦販売法第35条の10に基づき、未経過収入手数料と営業収支差額のいずれか多い方の金額を責任準備

金として計上しております。

　なお、同条第２号により算出した金額（年間営業収支差額）が同条第１号により算出した金額（未経過

収入手数料）を超過する額に相当する責任準備金の繰入額、戻入額については特別損益に計上することと

しております。

 

（会計方針の変更）

　　　　　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　　　　　該当事項はありません。
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（中間貸借対照表関係）

     　　※１　担保資産及び担保付債務

　　　　　　　　当中間期末現在、該当する債務はありませんが、当座借越取引及び再保険取引の担保として提供して

　　　　　　　いる資産は、次のとおりであります。

前事業年度
（平成29年５月31日）

当中間会計期間
（平成29年11月30日）

有価証券 　　　　　－ 千円 － 千円

投資有価証券 　15,272,467 〃 15,277,465 〃

 
計

 
　15,272,467 千円

 
15,277,465 千円

 

　       ※２　責任準備金

 　　　　　　　 供託委託契約による収入手数料の未経過額（前受収益）にかかわる金額は、次のとおりであります。

前事業年度
（平成29年５月31日）

当中間会計期間
（平成29年11月30日）

 

1,018,462 千円

 

1,001,944 千円

 

  　　　 　３　代位供託保証残高

 　　　　　　 互助会等に代わって法務局に供託することを保証している残高は、次のとおりであります。

前事業年度
（平成29年５月31日）

当中間会計期間
（平成29年11月30日）

 
757,296,514 千円

 
759,861,270 千円

 

（中間損益計算書関係）

    　　※１　減価償却実施額
 

前中間会計期間
（自　平成28年６月１日
   至　平成28年11月30日）

 

 
当中間会計期間

（自　平成29年６月１日
   至　平成29年11月30日）

 
 
有形固定資産

 
7,428 千円

 
35,448 千円

無形固定資産 9,772 〃 11,370 〃

 
計

 
17,201 千円

 
46,818 千円

 

　　　　 ※２　営業外収益のうち主なもの
 

前中間会計期間
（自　平成28年６月１日
   至　平成28年11月30日）

 

 
当中間会計期間

（自　平成29年６月１日
   至　平成29年11月30日）

 
 
受取利息

 
983 千円

 
1,335 千円

受取配当金 464,545 〃 198,647 〃

有価証券利息

投資有価証券運用益

受取賃貸料

110,546 〃

－ 〃

－ 〃

74,637 〃

169,692 〃

50,432 〃

 

　　　　 ※３　営業外費用のうち主なもの
 

前中間会計期間
（自　平成28年６月１日
   至　平成28年11月30日）

 

 
当中間会計期間

（自　平成29年６月１日
   至　平成29年11月30日）

 
 
支払利息

 
2,005 千円

 
2,005 千円

社債利息

賃貸収入原価

8,219 〃

－ 〃

50,136 〃

24,808 〃
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（有価証券関係）

　子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載

しておりません。

　　　　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の中間貸借対照表計上額は以下のとおりで

　　　　す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)

区分 平成29年５月31日 平成29年11月30日

子会社株式 1,131,300 1,131,300

 

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　 　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　（1）有価証券報告書及びその添付書類

 　事業年度（第45期）（自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日）平成29年８月30日関東財務局長に提出

 

　（2）臨時報告書

 　平成29年６月21日関東財務局長に提出

 　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 平成30年2月22日
互助会保証株式会社  

 取締役会 御中  

 

 太陽有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 泉   淳 一　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田 村 知 弘　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている互助会保証株式会社の平成29年6月１日から平成30年5月31日までの連結会計年度
の中間連結会計期間（平成29年6月１日から平成29年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ
ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計
算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及び
その他の注記について中間監査を行った。
 

中間連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し
て中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体
として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がな
いかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を
実施することを求めている。
　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査
と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続
等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 

中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財
務諸表の作成基準に準拠して、互助会保証株式会社及び連結子会社の平成29年11月30日現在の財政状態
並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成29年6月１日から平成29年11月30日まで）の経営
成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期

報告書提出会社が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 平成30年2月22日
互助会保証株式会社  

 取締役会 御中  

 

 太陽有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 泉   淳 一　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田 村 知 弘　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている互助会保証株式会社の平成29年6月１日から平成30年5月31日までの第46期事業年
度の中間会計期間（平成29年6月１日から平成29年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中
間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につい
て中間監査を行った。
 

中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中
間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査
の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中
間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの
合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施すること
を求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比
べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中
心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する
内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 

中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に準拠して、互助会保証株式会社の平成29年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す
る中間会計期間（平成29年6月１日から平成29年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示
しているものと認める。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期

報告書提出会社が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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